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相場は
上昇したり ・・・
下落したり ・・・
急変したり ・・・
その時々でさまざまな顔を見せるものです。
さまざまな相場環境において、

相対的に高い利回りを長く享受いただける商品をご提供したいと考える一方で、

安定性の高さも大事にしたいとDWSは考えます。

～コーポレート・ハイブリッド証券投資～
「相対的に高い利回り」と「優良企業の安定性」の融合



ヨーロッパ最大級の運用会社 DWS
コーポレート・ハイブリッド証券は主にヨーロッパで発行されています。

DWSはヨーロッパ最大級の運用会社として、

その歴史と地の利を活かし、優れた運用実績の実現を目指します。

＜DWSグループについて＞
DWSグループは1956年にドイツで設立され、約8,331億ユーロ（約118兆1,836億円）＊の運用
資産を有する世界有数の資産運用会社です。
23カ国の資産運用拠点では約900名の運用プロフェッショナル＊によって主要な資産クラスが
カバーされています。DWSはその強固な運用体制を基盤として、すべての主要な資産クラスへの
アクセスと成長トレンドを的確に捉えた資産運用ソリューションを提供します。
ドイツ国内の個人向け投資信託市場においては、最大級の市場シェアを誇ります。
＊ 2022年6月末現在、換算レート:1ユーロ＝141.86円／億円未満四捨五入。
※DWSとは、DWSグループの世界共通ブランドです。

コーポレート・ハイブリッド証券の
     国別構成比率

　　　（2022年8月末時点）

欧州 90.9％

その他 9.1％

※端数処理の関係で合計が100％にならない場合があります。
出所：ICE Dataを基にドイチェ・アセット・マネジメント㈱が作成

※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
※上記は指数の数値であり、当ファンドの実際の数値とは異なります。また、当ファンドの将来の運用成果等を保証もしくは示唆するものではありません。
※使用した指数については、後記「当資料で使用している指数等に関する留意事項」をご参照ください。



●コーポレート・ハイブリッド証券の格付は約7割が投資適格格付です（指数ベース）。発行体格付では9割以上が投資適格格付となってい
ます。
　※コーポレート・ハイブリッド証券の特徴・リスクについては、10ページをご参照ください。

●発行体は、事業の特性から安定的なキャッシュフローを有する公益企業が約3割となっています。

投資適格格付中心のコーポレート・ハイブリッド証券市場

※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
※上記は指数の数値であり、当ファンドの実際の数値とは異なります。また、当ファンドの将来の運用成果等を保証もしくは示唆するものではありません。
※使用した指数については、後記「当資料で使用している指数等に関する留意事項」をご参照ください。

※2022年8月末時点（格付については2022年9月5日時点の格付を使用。）。
※銘柄格付および発行体格付は、ムーディーズ、S&P、フィッチのうち上位のものを採用し、S&Pの表記方法で表示しています。
※発行体格付については親会社等の発行体格付を適用することがあります。
※業種はBloomberg業種分類を使用しています。
※端数処理の関係で合計が100％にならない場合があります。
出所：ICE Data、各種資料を基にドイチェ・アセット・マネジメント㈱が作成

コーポレート・ハイブリッド証券の魅力コーポレート・ハイブリッド証券の魅力
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投資適格格付が約7割

銘柄格付別構成比率

投資適格格付

A 6.1%

BBB+ 7.7%

BB+
23.3%

BBB
23.1%

BBB-
33.8%

BB 3.1%

B+ 0.6%
BB- 0.8% BB+ 1.2%

無格付 0.7%

<ご参考>発行体格付別構成比率

投資適格格付が9割以上

投資適格格付

業種別構成比率

公益企業が約3割

公益
31.8%

通信
15.2%

エネルギー
16.1%

一般消費財
9.6%

工業 6.4%

生活必需品
9.1%

金融 8.1%

素材 2.9% テクノロジー 0.8%

通貨別構成比率

ユーロ建が約9割

ユーロ
86.9%

米ドル 8.0%

英ポンド 5.1%
A+ 1.7%

A- 1.5%

A 2.8%

A-
25.2%

BBB+
34.8%

BBB
19.2%

BBB- 7.4%

AAA 0.6%

AA- 6.4%

＜銘柄格付と発行体格付について＞
ハイブリッド証券の格付は一般に銘柄
格付の方が発行体格付より低くなる
傾向があります。



●2013年以降、格付会社によりコーポレート・ハイブリッド証券の資本算入が認められるようになったことから市場規模は拡大してきました。
投資家層の拡大等もあり、2022年時点の市場規模は2,500億ユーロ近くに達すると予想されています。

コーポレート・ハイブリッド証券の魅力コーポレート・ハイブリッド証券の魅力

今後も市場規模の拡大を予想
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出所：DWSインベストメントGmbH（2022年8月末時点）

（年）

（億ユーロ）

※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。

コーポレート・ハイブリッド証券の市場規模推移
(2013年～2022年、年次）

予想
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●長期で見ると、コーポレート・ハイブリッド証券のパフォーマンスは、
世界投資適格社債等を上回り、また先進国株式と比べ安定した
推移となっています。

コーポレート・ハイブリッド証券の魅力コーポレート・ハイブリッド証券の魅力

長期で見ると先進国株式と比べ安定した値動き、投資効率もおおむね良好

各資産のパフォーマンス推移
（2011年5月末～2022年8月末、月次）

●以下の期間においてコーポレート・ハイブリッド証券は、世界国債
や世界投資適格社債と比べリスクは高いもののリターンは上回る
という投資効率（リスク・リターン特性)を有しています。

各資産のリスク・リターン特性
（2011年5月末～2022年8月末、年率）

※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
※上記は指数の数値であり、当ファンドの実際の数値とは異なります。また、当ファンドの将来の運用成果等を保証もしくは示唆するものではありません。
※各指数は現地通貨建で算出されています。
※使用した指数については、後記「当資料で使用している指数等に関する留意事項」をご参照ください。

出所: ICE Data、FTSE Fixed Income LLC、各種資料を基にドイチェ・アセット・マネジメント㈱が作成

※2011年5月末を100として計算。
※各資産は特徴やリスク等が異なるため、パフォーマンスのみをもって一概に比較できるものでは
　ありません。

※リスクは月次リターンの標準偏差を年率換算したもので、平均的なリターンからどの程度かい離
するか、値動きの振れ幅の度合いを示す数値です。

※各資産は特徴やリスク等が異なるため、リスク・リターン特性のみをもって一概に比較できるもの
ではありません。

高リスク低

低

高

リ
タ
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ン
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コーポレート・ハイブリッド証券の魅力コーポレート・ハイブリッド証券の魅力

相対的に高い利回り

各資産の利回り
（2022年8月末時点）

※2011年5月末に投資を開始し、その後、保有を続けたケースを想定したシミュレーションです。※各資産は特徴やリスク等が異なるため、利回りのみをもって一概に比較できるものではありません。

コーポレート・ハイブリッド証券の累積リターンの内訳
（2011年5月末～2022年8月末、月次）

※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
※上記は指数の数値であり、当ファンドの実際の数値とは異なります。また、当ファンドの将来の運用成果等を保証もしくは示唆するものではありません。
※各指数は現地通貨建で算出されています。
※使用した指数については、後記「当資料で使用している指数等に関する留意事項」をご参照ください。
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●コーポレート・ハイブリッド証券の利回りは、米国や欧州の投資
適格社債を上回る魅力的な水準となっています。

●足元、特に債券市場の変動性が高い中でも、相対的に高い利息
収入等の積み上げが、コーポレート・ハイブリッド証券のリターンを
下支えすることとなると期待されます。

出所: ICE Data、FTSE Fixed Income LLC、各種資料を基にドイチェ・アセット・マネジメント㈱が作成
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設定来の運用状況（2022年8月31日現在）
Aコース（為替ヘッジあり） Bコース（為替ヘッジなし）

設定来の基準価額の推移
（2016年8月8日（設定日）～2022年8月31日、日次）

設定来の基準価額の推移
（2016年8月8日（設定日）～2022年8月31日、日次）
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※基準価額の推移は1万口当たり、信託報酬控除後の価額を表示しております。
※分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を再投資したものとして計算した値であり、実際の投資家の運用成果とは異なります。
※ファンドの騰落率は分配金再投資基準価額で計算しています。
※ファンドには購入時手数料、信託財産留保額がかかります。詳しくは後記「手続・手数料等」をご参照ください。
※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。
※分配金の実績は、将来の分配金の水準、支払い及びその金額について保証もしくは示唆するものではありません。

※過去の運用実績は、将来の運用成果等を保証もしくは示唆するものではありません。

騰落率（税引前分配金込）

Aコース（為替ヘッジあり）

Bコース（為替ヘッジなし）

1ヶ月

-5.95%

-4.52%

3ヶ月

-11.27%

-3.79%

6ヶ月 1年

-18.10%

-10.90%

-13.44%

3.41%

3年

0.32%

23.55%

設定来

50円

60円

第1期
2016年11月

70円

80円

第2期
2017年2月

60円

70円

第3期～第24期
2017年5月～2022年8月

1,440円

1,680円

設定来累計

分配金実績（1万口当たり、税引前）

Aコース（為替ヘッジあり）

Bコース（為替ヘッジなし）

-0.75%

0.41%

設定来の運用状況（2022年8月31日現在）
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（円） （億円）

0

20

10

30

40

50

60

70
（円） （億円）

0

10

5

15

20

25

30

35
基準価額（左軸）　　分配金再投資基準価額（左軸）　　純資産総額（右軸） 基準価額（左軸）　　分配金再投資基準価額（左軸）　　純資産総額（右軸）

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

2016/8/8 2017/8/8 2018/8/8 2019/8/8 2020/8/7 2021/8/6 2022/8/8
（年/月/日）（設定日）

2016/8/8 2017/8/8 2018/8/8 2019/8/8 2020/8/7 2021/8/6 2022/8/8



各ファンドは偶発転換社債（CoCo債）等にも投資を行う場合があります。偶発転換社債に関するリスクについては後記「投資リスク⑥ハイブリッド証券特有のリスク」をご参照ください。
※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。

マザーファンドの運用状況（2022年8月31日現在）

※業種別、銘柄格付別、通貨別の各構成比率はともに、マザーファンドの純資産総額を100%として表示しています。
※平均最終利回り、平均修正デュレーションは、保有証券に繰上償還条項が設けられているものについては、直近の繰上償還日に償還されるものとして計算しています。
※修正デュレーションとは、金利の変化に対して債券価格がどの程度変動するかを示す指標で、その値が大きいほど金利の変化に対する債券価格の変動が大きくなります。
※格付は、ムーディーズ、S&P、フィッチのうち上位のものを採用し、S&Pの表記方法で表示しています。
※平均格付とは、基準日時点で投資信託財産が保有している有価証券に係る信用格付を加重平均したものであり、マザーファンドの信用格付ではありません。
※業種はBloomberg業種分類を使用しています。
※端数処理の関係で合計が100％にならない場合があります。
※上記の「ヘッジプレミアム/コスト」は、「各通貨短期金利-円短期金利」で簡便的に計算したもので、実際の数値とは異なります。傾向をみるための参考値としてご参照ください。
※短期金利は、ユーロ：EURIBOR1カ月、米ドル：SOFR1カ月、英ポンド：SONIA1カ月、日本円：東京ターム物リスク・フリー・レート1カ月を使用しております。
出所：各種資料を基にドイチェ・アセット・マネジメント㈱が作成
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投資適格格付

マザーファンドの運用状況（2022年８月３１日現在）
業種別構成比率 銘柄格付別構成比率ポートフォリオ特性値

平均最終利回り

平均直接利回り

平均クーポン

平均修正デュレーション

平均格付

銘柄数

9.2%

4.0%

3.5%

4.2年

BBB

68

通貨別構成比率
●Aコースでは、原則として対円での為替ヘッジを

行い為替変動リスクの低減を図ります。
●コーポレート・ハイブリッド証券市場の発行体の

多くは欧州企業であることから、通貨別構成比
率でもユーロの占める割合が高くなっています。

●為替ヘッジにはヘッジ対象通貨と円との金利差
等が反映されたヘッジコストがかかる場合が
あります。

●欧米の中央銀行の利上げを受け、2022年8月
末時点ではヘッジコストの発生が見込まれます。

＜ご参考＞各通貨の対円ヘッジプレミアム／コスト
（2022年8月末時点）

（ご参考）為替ヘッジについて

ユーロ
75.9%

米ドル 8.4%

英ポンド 10.8%

公益
33.8%

通信
10.1%

金融
11.7%

エネルギー
15.4%

生活必需品
8.0%

その他
16.2%

A 6.0%

BBB
61.9%

BB以下
27.3%

現金等 4.9% 現金等 4.9%

現金等 4.9%
短期金利 

ヘッジプレミアム/コスト
（円短期金利ー各通貨短期金利）

円 ユーロ 米ドル 英ポンド
-0.02%

ー
 0.23%
-0.25%

（ヘッジコスト）

 2.52%
-2.54%

（ヘッジコスト）

 2.00%
-2.02%

（ヘッジコスト）
（％）

ユーロ 米ドル 英ポンド
-3.0
-2.5
-2.0
-1.5

-0.5
0.0

-1.0

0.5
1.0

ヘッジ
コスト

ヘッジ
プレミアム



保有期間別リターンの状況（2022年8月31日現在）

Bコース（為替ヘッジなし）Aコース（為替ヘッジあり）
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※ファンドの騰落率は信託報酬控除後の分配金再投資基準価額（1万口当たり）で計算しています。分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を再投資したものとして計算した値であり、実際の投資家の
　運用成果とは異なります。
※ファンドには購入時手数料、信託財産留保額がかかります。詳しくは後記「手続・手数料等」をご参照ください。

※過去の運用実績は、将来の運用成果等を保証もしくは示唆するものではありません。

1年（2017年8月～2022年8月、月次）

3年（2019年8月～2022年8月、月次）

1年（2017年8月～2022年8月、月次）

3年（2019年8月～2022年8月、月次）

保有期間別リターンの状況（2022年8月31日現在）

（年/月）

（％）

●保有期間別リターンとは、一定期間のリターン（騰落率）を、基点と終点をずらして計算したものです。例えば1年間の保有期間別リターン
では、2022年8月を基準とした場合、2021年8月末から2022年8月末まで1年間保有した場合のリターンを表します。
●Aコース（為替ヘッジあり）、Bコース（為替ヘッジなし）ともに保有期間が長い方がプラスリターンとなる期間の割合が上昇しました。

保有期間

1年
3年

61
37
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●ハイブリッド証券とは、債券的性質と株式的性質を併せ持つ劣後債および優先証券等を指します。一般に繰上償還条項が付与されており、
あらかじめ定められた日に発行体が繰上償還を行うことができます。

　【債券的性質】利率または配当率が定められていることや満期や繰上償還時に額面で償還されること等、債券に類似した性質
　【株式的性質】発行体にとっては、一部を資本として自己資本の計算に算入できる等、株式に類似した性質

●一般に普通社債と比べて弁済順位が低い等のハイブリッド証券特有のリスクがあること等により、利回りが高いという特徴があります。

●事業会社が発行体の場合はコーポレート・ハイブリッド証券、金融機関が発行体の場合は金融ハイブリッド証券と呼ばれることがあります。

コーポレート・ハイブリッド証券の特徴・リスクコーポレート・ハイブリッド証券の特徴・リスク

ハイブリッド証券のイメージ ハイブリッド証券の利回りイメージ

国債

利回り

普通社債 ハイブリッド証券

ハイブリッド証券特有の
リスクによる金利上乗せ分

信用リスク等による
金利上乗せ分
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低
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＊
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＊弁済順位とは、発行体が倒産等となった場合において、債権者等に対する残余財産
を弁済する順位をいいます。



ファンドの特色ファンドの特色

●ハイブリッド証券とは、債券的性質と株式的性質を併せ持つ、劣後債および優先証券等を指します。
・利率または配当率が定められていることや満期や繰上償還時に額面で償還されること等、債券に類似した性質を持っています。
・発行体にとっては、一部を資本として自己資本の計算に算入できる等、株式に類似した性質を持っています。
（注）投資対象となるハイブリッド証券には、特定の事由の発生により強制的に株式に転換される、もしくは元本の一部または全部が削減される等の可能性を有する偶発転換社債
（CoCo債）等も含まれます。

●ファミリーファンド方式＊で運用を行います。
＊「ファミリーファンド方式」とは、運用および管理面の合理化・効率化をはかるため、投資者から集めた資金をまとめてベビーファンドとし、その資金を主としてマザーファンドに投資して
実質的な運用を行う仕組みです。

ドイチェ世界コーポレート・ハイブリッド証券マザーファンドへの投資を通じて、主に世界各国の
企業＊が発行するハイブリッド証券に投資するファンドです。
＊金融機関も含みます。

●投資対象には銘柄格付がBB格相当以下（投機的格付）の銘柄も含まれます。
●組み入れるハイブリッド証券は、発行体格付がBBB格相当以上（投資適格格付）の銘柄を中心とします。
※ハイブリッド証券の格付は一般に銘柄格付の方が発行体格付より低くなる傾向があります。
※格付が公表されていない場合は、発行体の財務内容等を分析して適切と判断した格付を用います。発行体格付については親会社等の発行体格付を適用することがあります。
※複数の格付会社により異なる格付が付与されている場合は、原則として上位の格付を採用します。

組入銘柄の平均格付は、原則としてＢＢＢ格相当以上（投資適格格付）となることを目指します。

●DWSインベストメントGmbHはドイツ銀行グループの資産運用部門（DWS）のドイツにおける拠点です。グローバルなネットワークを駆使し、
投資家の多様なニーズに応える商品開発と優れた運用実績の実現を目指します。

Aコースの為替ヘッジに係る運用指図およびマザーファンドに係る運用指図に関する権限を、
DWSインベストメントGmbHに委託します。

●Ａコース：実質外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図ります。（為替ヘッジコストがかかる場合
があります。）
●Bコース：実質外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行いません。
※販売会社によっては、Ａコース、Ｂコースどちらか一方のみの取扱いとなる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。
※各ファンド間でのスイッチングの取扱いは販売会社により異なります。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。

Ａコース（為替ヘッジあり）とＢコース（為替ヘッジなし）があります。

＊当該日が休業日の場合は、翌営業日とします。
・分配対象額が少額の場合には分配を行わないことがあります。

年４回、原則として2月、5月、8月、11月の各７日＊に決算を行います。

（注）市況動向および資金動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
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当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元金が保証されているものでは
なく、これを割込むことがあります。当ファンドに生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。基準価額の変動要因は、以下に
限定されません。なお、当ファンドは預貯金と異なります。

債券価格は、通常、金利が上昇した場合には下落傾向となり、金利が低下した場合には上昇傾向となります。したがって、金利が上昇した場合には、保有
している債券の価格は下落し、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

投資リスク投資リスク
基準価額の変動要因

①金利変動リスク

債券価格は、発行者の信用状況等の悪化により、下落することがあります。特に、デフォルト（債務不履行）が生じた場合または予想される場合には、当
該債券の価格は大きく下落（価格がゼロとなることもあります。）し、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

②信用リスク

急激かつ多量の売買により市場が大きな影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱が
生じた場合等には、機動的に有価証券等を売買できないことがあります。このような場合には、当該有価証券等の価格の下落により、ファンドの基準
価額が影響を受け損失を被ることがあります。特に、当ファンドが投資対象とするハイブリッド証券は一般の債券と比較して流動性が低く、売却する際
に市場規模や取引量が小さいため、市場実勢から想定される価格で売却できない場合、不測の損失を被るリスクがあります。また市場環境の変化
により流動性が著しく低下した場合、売却することができない可能性があります。

③流動性リスク

外貨建資産の価格は、為替レートの変動の影響を受けます。外貨建資産の価格は、通常、為替レートが円安になれば上昇しますが、円高になれば下落
します。したがって、為替レートが円高になれば外貨建資産の価格が下落し、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。Aコース
については、原則として対円での為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図りますが、基準価額への影響がすべて排除されるわけではありません。
また、ヘッジ対象通貨と円との金利差等が反映されたヘッジコストがかかり、基準価額の下落要因となることがあります。Bコースについては、原則と
して対円での為替ヘッジを行いませんので、基準価額は為替変動による影響を直接受けます。

④為替変動リスク

投資対象国の政治、経済情勢の変化等により、市場が混乱した場合や、組入資産の取引に関わる法制度の変更が行われた場合等には、有価証券等の
価格が変動したり、投資方針に沿った運用が困難な場合があります。これらにより、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

⑤カントリーリスク
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投資リスク投資リスク
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<劣後リスク（弁済順位が劣後するリスク）>
・一般にハイブリッド証券は、弁済順位が株式に優先し、普通社債等よりも劣後します。したがって、発行体が破綻等に陥った場合、他の優先する債権が全額支払われ
ない限り、元利金や配当金の支払いを受けることができません。また、発行体が経営不安、倒産、国有化等に陥った場合には、ハイブリッド証券の価格が大きく下落
（価格がゼロとなることもあります。）し、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。
・ハイブリッド証券は、一般に普通社債と比較して格付が低く、さらに格付が低下する場合にはハイブリッド証券の価格が普通社債よりも大きく下落する場合があります。
<繰上償還延期リスク>
・一般にハイブリッド証券には、繰上償還条項が付与されています。繰上償還日に償還されることを前提として取引されているハイブリッド証券は、予定期日に繰上
償還されない場合、または繰上償還されないと見込まれる場合には、価格が大きく下落することがあります。
＜利息、配当繰延（停止）リスク＞
・一般にハイブリッド証券には、利息や配当の支払繰延条項が付与されています。発行体の財務状況や収益の悪化等により、利息や配当の支払いが停止･繰り延べされる
ことがあります。この場合、期待されるインカムゲインが得られないこととなり、ハイブリッド証券の価格が下落することがあります。
＜規制環境等の変化に関するリスク＞
・ハイブリッド証券は、一般に規制当局や格付会社の認定基準に依存しています。したがって、規制当局および格付会社の動向やハイブリッド証券に関する不利益な
制度変更等により、ハイブリッド証券の価格が大きく下落することがあります。
・世界的な金融危機が発生した場合には、複数のハイブリッド証券が同時に、損失負担条項等に該当する可能性があるため、ハイブリッド証券の価格が大きく下落
することがあります。
＜偶発転換社債（CoCo債）等に関するリスク＞
・発行体が法的破綻には至っていない場合であっても、規制当局により実質的に破綻していると判断された場合や発行体の自己資本比率が一定水準を下回った場合
等には元本削減や株式への転換等を通じて損失吸収される場合があります。弁済順位にかかわらず、株式よりも先に損失を負担することがあります。

⑥ハイブリッド証券特有のリスク

その他の留意点
・マザーファンドを投資対象とする他のベビーファンドの購入申込みまたは換金申込み等により、当該マザーファンドにおいて売買が生じた場合等には、当ファンド
の基準価額が影響を受けることがあります。
・当ファンドは、大量の換金が発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入
資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響
を及ぼす可能性や、換金申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性等があります。
・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配金は、計算
期間中に発生した収益を超えて支払われる場合があり、その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。分配金の水準は、
必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。また、投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的
には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。



＜当資料で使用している指数等に関する留意事項＞
※コーポレート・ハイブリッド証券: ICE BofA Global Hybrid Non-Financial Corporate IndexおよびICE BofA Global Hybrid Non-Financial High Yield Indexを

使用して、時価総額での加重平均により算出。市場規模は前記指数の時価総額合計。世界国債:FTSE世界国債インデックス、米国投資適格社債:Bloomberg US-Aggregate 
Corporate Index、世界投資適格社債:Bloomberg Global-Aggregate Corporate Index、汎欧州投資適格社債:Bloomberg Pan-Euro Corporate Index、米国ハイ・
イールド社債:ICE BofA US High Yield Constrained Index、ユーロ・ハイ・イールド社債:ICE BofA Euro High Yield Constrained Index、グローバル・ハイ・イールド
社債: ICE BofA Global High Yield Index、先進国株式:MSCI World Index（配当込み）

※ICE® BofA®はICE Data Indices, LLC又はその関係会社（以下、「ICE Data」といいます。）が権利を有する商標であり、ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社 （以下、
「当社」といいます。）は、 ICE BofA Global Hybrid Non-Financial Corporate Index、ICE BofA Global Hybrid Non-Financial High Yield Index、ICE BofA US 
High Yield Constrained Index、ICE BofA Euro High Yield Constrained Index、ICE BofA Global High Yield Indexとあわせてその使用許諾を得ています。なお
ICE Dataは本インデックスが参照される可能性のある当社のいかなる商品についても当社についてもスポンサー、保証、販売、または販売促進を行うものではありません。
ICE Dataは有価証券投資一般及びファンドへの投資の妥当性並びに本インデックスが証券市場全般の利回りに追随する能力について何ら表明又は保証するものではあり
ません。

　ICE Data及びそのサードパーティ・サプライヤーは、明示又は黙示を問わずいかなる保証も行うものではなく、かつ本インデックス、本インデックスの値又本インデックスに含ま
れるいかなるデータに関しても、一切の商品性又は特定の目的における適合性の保証を明確に否定します。ICE Dataは、いかなる場合においても、特別損害、懲罰的損害、直接
損害、間接損害又は結果的損害（逸失利益を含みます）について、仮にその可能性について事前に通知されていたとしても、一切責任を負わないものとします。

　ICE Data Indices, LLC or its affiliates （“ICE Data”） own or have rights to the ICE® BofA® trademarks and they have been licensed together with 
ICE BofA Global Hybrid Non-Financial Corporate Index, ICE BofA Global Hybrid Non-Financial High Yield Index, ICE BofA US High Yield Constrained 
Index, ICE BofA Euro High Yield Constrained Index, and ICE BofA Global High Yield Index, for use by LICENSEE. Neither the LICENSEE nor the Fund 
is sponsored, endorsed, sold or promoted by ICE Data. ICE Data makes no representations or warranties regarding the advisability of investing in 
securities generally, in the Fund particularly, the Trust or the ability of the Index to track general stock market performance.

　ICE DATA AND ITS RESPECTIVE THIRD PARTY SUPPLIERS MAKE NO EXPRESS OR IMPLIED WARRANTIES, AND HEREBY EXPRESSLY 
DISCLAIMS ALL WARRANTIES OF MERCHANTABILITY OR FITNESS FOR A PARTICULAR PURPOSE WITH RESPECT TO THE INDEX, INDEX 
VALUES OR ANY DATA INCLUDED THEREIN. IN NO EVENT SHALL ICE DATA HAVE ANY LIABILITY FOR ANY SPECIAL, PUNITIVE, DIRECT, 
INDIRECT, OR CONSEQUENTIAL DAMAGES （INCLUDING LOST PROFITS）, EVEN IF NOTIFIED OF THE POSSIBILITY OF SUCH DAMAGES.

※FTSE世界国債インデックスは、FTSE Fixed Income LLCにより運営されている指数です。同指数に関する著作権、知的財産その他一切の権利は、FTSE Fixed Income 
LLCに帰属します。

※「Bloomberg®」およびBloomberg US-Aggregate Corporate Index、Bloomberg Global-Aggregate Corporate Index、Bloomberg Pan-Euro Corporate 
Indexは、Bloomberg Finance L.P.および、同インデックスの管理者であるBloomberg Index Services Limited（以下「BISL」）をはじめとする関連会社（以下、総称
して「ブルームバーグ」）のサービスマークであり、ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社による特定の目的での使用のために使用許諾されています。ブルームバーグは
ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社とは提携しておらず、また、同社が運用する商品等を承認、支持、レビュー、推奨するものではありません。ブルームバーグは、同社が
運用する商品等に関連するいかなるデータもしくは情報の適時性、正確性、または完全性についても保証しません。

※MSCI World IndexはMSCIインク（以下「MSCI」といいます。）が算出する指数です。MSCI World Indexに関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCIに帰属し
ます。また、MSCIは同指数の内容を変更する権利及び公表を停止する権利を有しています。
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購入価額

お申込みメモ

購入申込受付日の翌営業日の基準価額

購入単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合わせ下さい。

信託期間／
繰上償還

信託設定日（2016年8月8日）から2026年8月7日まで
ただし、各ファンドは、受益権の口数が30億口を下回ることとなった場合、受益者のために
有利であると委託会社が認める場合またはやむを得ない事情が発生した場合には、信託
を終了させていただくことがあります。

決算日 原則として毎年２月7日、5月7日、8月7日及び11月7日（休業日の場合は翌営業日）とします。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額

収益分配
年4回の毎決算時に、信託約款に定める収益分配方針に基づいて行います。
ただし、分配対象額が少額の場合は、分配を行わないことがあります。

（注）将来の分配金の支払い及びその金額について保証するものではありません。

換金単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合わせ下さい。

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目から販売会社においてお支払いします。

換金制限

課税関係

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金申込みには制限を設ける場合があります。

課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
原則として、分配時の普通分配金ならびに換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に
対して課税されます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。

（注）法人の場合は税制が異なります。税法が改正された場合等には上記の内容が変更
されることがあります。

手続・手数料等手続・手数料等
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委託会社、その他の関係法人
当ファンドの募集の取扱い等を行います。投資信託説明書（交付目論見書）の提供は、販売会社にて行います。
販売会社につきましては、委託会社にお問合せ下さい。
ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社
信託財産の運用指図等を行います。
ホームページアドレス https://funds.dws.com/jp/ 
みずほ信託銀行株式会社
信託財産の保管・管理等を行います。
DWSインベストメントGmbH （所在地：ドイツ フランクフルト）
委託会社から運用の指図に関する権限の委託を受け、Aコースの為替ヘッジに関する運用指図およびマザーファンドの運用指図等を行います。

販 売 会 社

委 託 会 社

受 託 会 社

投資顧問会社

●

●

●

●

申込締切時間／
購入・換金申込
受付不可日

原則として、販売会社の営業日の午後3時までに購入申込み・換金申込みが行われ、販売
会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。ただし、フランク
フルト証券取引所の休業日、フランクフルトの銀行休業日、ロンドン証券取引所の休業日、
ニューヨーク証券取引所の休業日、ニューヨークの銀行休業日、ニューヨークにおける債券
市場の取引停止日のいずれかに該当する日には、受付を行いません。

ファンドの費用
時　期
投資者が直接的に負担する費用

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

購入時

換金時

毎　日

その他の費用・手数料

信託財産留保額

運用管理費用
（信託報酬）

購入時手数料

項　目 費　用

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に2.2％（税抜2.0％）を上限
として販売会社が定める率を乗じて得た額

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％を乗じて得た額

換金時手数料 ありません。

信託財産の純資産総額に対して年率1.188％（税抜1.08％）

当ファンドにおいて、信託事務の処理等に要する諸費用（ファンドの
監査に係る監査法人への報酬、法律・税務顧問への報酬、目論見書・
運用報告書等の作成・印刷等に係る費用等を含みます。以下同じ。）、
組入資産の売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の費用、
租税等がかかります。これらは原則として信託財産が負担します。
ただし、これらの費用のうち信託事務の処理等に要する諸費用の
信託財産での負担は、その純資産総額に対して年率0.10％を上限
とします。
「その他の費用・手数料」は、運用状況等により変動するものであり、
一部を除き事前に料率、上限額等を表示することができません。

※収益分配金を再投資する際には購入時手数料はかかりません。
※「税」とは、消費税および地方消費税に相当する金額のことを指します。
※投資者のみなさまが負担する費用の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、
表示することができません。
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